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日本国内の放送番組をインターネットを経由して海外で視聴できるサービスが著作権侵害となるかについて判断された事例

1．はじめに
近年，日本国内の放送番組をインターネットを経由
して国内外で視聴できるサービスが提供されるように
なったが，当該サービスが著作権を侵害しているので
はないかとして，サービスを提供する事業者と放送事
業者との間で紛争となっている。
その中には，放送事業者による仮処分申請や本案訴
訟が提起されたものもあり（「集合住宅用テレビ番組
録画システム（選撮見録）事件」（1），「録画ネット事件」（2），
「まねき TV事件」（3），本事件など），裁判所による判断
が示されているところである（4）。
もっとも，事件ごとに提供されるサービス内容が異
なっているため，裁判所の判断も分かれているところ
である（5）。概して言えば，当該サービスにおける提供
事業者の関与の度合い，サービスに用いられる機器の
性能・汎用性・所有権の帰属主体などが詳細に検討さ
れ，その結果，当該サービスにおいて，複製・送信行
為の主体がサービス提供事業者であると評価されるの
か，それとも利用者であると評価されるのかによって，
裁判所の判断に違いが生じているといえよう。
本稿で取り扱う「ロクラクⅡ事件」は，仮処分・第
一審段階の判断と，控訴審の判断とで，全く逆の結論
が示され，関係者に少なからぬ衝撃を与え，注目を浴
びたものである。上告審の判断も注視されるといえよ
う。
以下では，事案の概要，本件サービスの概要などを
簡単に紹介したうえで，その判断について検討を加え
ることとする。

2．事案及びサービスの概要
（1）事案の概要

「ロクラクⅡビデオデッキレンタル」の名称で行う
事業者（提供事業者）の提供するサービス（本件サー
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ビス）について，民放・NHKなどテレビ会社 10社（放
送事業者）が，自らが著作権を有するテレビ番組（本
件番組），及び，自らが著作隣接権を有するテレビ放
送（本件放送）に係る音又は影像を複製する行為にあ
たるとして，①本件サービスにおいて，本件番組を複
製とすることの差止め，②本件放送に係る音又は影像
を，録音又は録画の対象とすることの差止め，③「ロ
クラクⅡ」の親機の廃棄，④損害賠償請求を求めたと
いうのが本件事案の概要である。

（2）本件サービスの概要

提供事業者は，ハードディスク・レコーダー「ロク
ラクⅡ」（親機ロクラクと子機ロクラクからなる）を
製造し，セットで貸与している（子機ロクラクについ
ては販売する場合もある）。
「ロクラクⅡ」には，地上派アナログ放送派を受信
することができるテレビチューナーが搭載されてい
て，アナログのテレビ放送をデジタルデータとして録
画し，それを再生する機能がある。また，インターネッ
トを通じて，デジタルデータ等の送受信がなされてい
る。すなわち，「ロクラクⅡ」には，親子機能を持た
せることができるようになっていて，この親子機能を
利用すると，別の場所で録画されたテレビ番組のデー
タを手元に移動して再生し，視聴することが可能であ
る。

（3）本件サービスの利用の流れ

まず，提供事業者が，親機ロクラクを視聴したいテ
レビ番組を受信できる日本国内の場所に設置する。
例えば，静岡に設置した場合には，静岡地区のテレ
ビ番組が，東京に設置した場合には，東京のテレビ番
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組が，それぞれ録画の対象になる。
利用者は，手元の子機ロクラクを操作して，録画予
約のための番組表を表示させ，その番組表の中から，
視聴を希望する番組を選択・決定する。この決定は，
インターネットを通じて，親機ロクラクに送信される。
親機ロクラクは子機ロクラクから送信された録画予
約の指示に基づき地上波アナログ放送を受信して，当
該テレビ番組を録画し，同番組のデータをデジタル
データとして圧縮録画して，ハードディスク内に記録
した上で，子機ロクラクに番組のデジタルデータを自
動的にインターネットを通じて送信する。
利用者は，手元の子機ロクラクに送信された番組の
データ（動画ファイル）を，手元の子機ロクラクを操
作して再生し，録画されたテレビ番組を視聴すること
ができる。

（4）問題点の整理

本件サービスは，「ロクラクⅡ」2台 1組のうち，
日本国内に設置した 1台（親機ロクラク）でテレビ放
送に係る放送波を受信・録画し，利用者に貸与・販売
した他の 1台（子機ロクラク）で当該利用者に日本国
内で放送されるテレビ番組の視聴を可能にするもので
ある。
この場合，親機ロクラクは提供事業者の用意した場
所に提供事業者側にて設置され（6），子機ロクラクは利
用者に提供され，利用者にて設置・利用されることに
なる。利用者は，例えば，海外居住者の場合，海外に
いながら日本国内に設置された親機ロクラクに録画予
約を入れ，録画されたテレビ番組を子機ロクラクに送
信させ再生・視聴することになる。ここが，本件では
問題となっている。
仮に，提供事業者が親機ロクラク・子機ロクラクを
販売しているに過ぎない場合，利用者が親機ロクラク・
子機ロクラクを設置することになろう。この場合，例
えば，利用者が，親機ロクラクを日本国内の自宅に設
置し，子機ロクラクを海外赴任先のアパートに設置し
て，日本国内にて録画した番組を子機ロクラクにて視
聴しても，これは，私的使用の範囲内ということにな
り，問題となるまい。
これらを整理すると，次のようになる。

（ア）提供事業者は，親機ロクラク・子機ロクラクを
販売しているに過ぎず，利用者が，親機ロクラク・
子機ロクラクをともに設置・管理している場合，提

供事業者に著作権・著作隣接権侵害の問題は生じな
いといえよう（仮に，後述するカラオケ法理によっ
ても，支配管理性の認定に困難が伴うと思われる）。

（イ）提供事業者が，親機ロクラクを設置・管理し，
子機ロクラクは利用者が設置・管理している場合，
事業者の行為が著作権・著作隣接権侵害となるのか
が問題となってくる。

（ウ）上記（ア）（イ）のいずれにおいても，利用者の
行為は私的目的の利用行為として適法と判断されよ
う。

3．従前の経緯
（ア）仮処分
平成 18年 5月 17日，放送事業者側より，本件サー

ビスを提供する提供事業者の行為が著作権・著作隣接
権侵害にあたるとして，サービスの差止めなどを求め
る仮処分が申請された。
同 19年 3月 30日，放送事業者側の主張を認める内

容の仮処分決定が下された。
同年 5月 11日，放送事業者側より申し立てのあっ

た間接強制を認容する決定が下された。
同年 7月 12日，提供事業者側の執行抗告が棄却さ

れた。
（イ）本案訴訟
平成 20年 3月 17日，放送事業者の主張を認める内

容の判決が下された。「クラブキャッツアイ事件」（最
高裁昭和 63年 3月 15日民集 42巻 3号 199頁）にお
いて示されたいわゆる「いわゆるカラオケ法理」（①
支配管理性と②営業上の利益について検討し，侵害主
体について判断する手法）の適用を受けるというのが，
判決の骨子である。

4．知財高裁の判断
（1）複製行為の主体

放送事業者は，①本件サービスの目的，②機器の設
置・管理，③親機ロクラクと子機ロクラクとの間の通
信の管理，④複製可能なテレビ放送及びテレビ番組の
範囲，⑤複製のための環境整備，⑥提供事業者が得て
いる経済的利益を総合すれば，提供事業者が本件複製
を行っていることは明らかである旨主張しているの
で，かかる主張に沿って，知財高裁は，この①から⑥
について，次のように検討している。
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（ア）本件サービスの目的
放送事業者は，本件サービスの目的は，海外に居住
する利用者を対象に日本国内で放送されるテレビ番組
をその複製物により視聴させることのみにある旨主張
している。
知財高裁も，「本件サービスが，主として，海外に
居住する者を対象として，日本国内で放送されるテレ
ビ番組を受信・複製・送信して，海外での視聴を可能
にするためのもの（日本国内で作成された複製情報を
海外に移動させるもの）であることは明らか」と判示
している。
もっとも，「海外にいる利用者が親機ロクラクを自
己管理する場合（この場合に，提供事業者が本件複製
を行っていないことは明らかである。）であっても，
その目的は，日本国内で利用者自身が管理する親機ロ
クラクで国内で放送されたテレビ番組を受信・複製・
送信し，これを海外で視聴可能にすることにあるので
あるから，上記認定の本件サービスの目的と何ら変わ
りはないのである。」「提供事業者が親機ロクラクを管
理する場合においては，他人である海外の利用者をし
てテレビ番組の視聴を可能ならしめることを目的とす
る点で，当該利用者自身がテレビ番組の自己視聴を目
的として親機ロクラクを自己管理する場合と異なる
が，本件複製の決定及び実施過程への関与の態様・度
合い等の複製主体の帰属を決定する上でより重要な考
慮要素の検討を抜きにして上記の点のみをもって提供
事業者が本件複製を行っているものと認めるべき根拠
足り得る事情とみることはできない。」と判示してい
る。
（イ）機器の設置・管理
放送事業者は，本件サービスにおいては，提供事業
者が，親機ロクラクとテレビアンテナ等の付属機器類
とから成るシステムを一体として設置･管理している
旨主張している。
しかし，知財高裁は，放送事業者の主張は，提供事
業者が本件複製を行っているものと認めるべき事情た
り得ないと判示している。
すなわち，知財高裁は，「本件サービスの利用者は，
親機ロクラクの貸与を受けるなどすることにより，海
外を含む遠隔地において，日本国内で放送されるテレ
ビ番組の複製情報を視聴することができるところ，そ
のためには，親機ロクラクが，地上波アナログ放送を
正しく受信し，デジタル録画機能やインターネット機

能を正しく発揮することが必要不可欠の技術的前提条
件となるが，この技術的前提条件の具備を必要とする
点は，親機ロクラクを利用者自身が自己管理する場合
も全く同様である。」
「この技術的前提条件の具備の問題は，受信・録画・
送信を可能ならしめるための当然の技術的前提に止ま
るものであり，この技術的前提を基に，受信・録画・
送信を実現する行為それ自体とは異なる次元の問題で
あり，かかる技術的前提を整備し提供したからといっ
て直ちにその者において受信・録画・送信を行ったも
のということはできない。」
「親機ロクラクが正しく機能する環境，条件等を整
備し，維持するためには，その開発・製造者である提
供事業者において親機ロクラクを設置・管理すること
が技術上，経済上，最も確実かつ効率的な方法である
ことはいうまでもないところ，本件サービスを受ける
上で，利用者自身が，その管理・支配する場所におい
て親機ロクラクを自ら設置・管理することに特段の必
要性や利点があるものとは認め難いから，親機ロクラ
クを提供事業者において設置・管理することは，本件
サービスが円滑に提供されることを欲する契約当事者
双方の合理的意思にかなうものということができる。
そして，そうであるからといって，前述したとおり，
このことが利用者の指示に基づいて行われる個々の録
画行為自体の管理・支配を目的とする根拠となり得る
ものとみることは困難であるし，相当でもない。」
「提供事業者において親機ロクラクを管理する場合，
提供事業者においてその作動環境，条件等（テレビア
ンテナとの正しい接続等）を整備しない限り，親機ロ
クラクが正しく作動することはないのであるから，テ
レビアンテナ等の付属機器類を提供事業者が設置・管
理することも，本件サービスが円滑に提供されること
を欲する契約当事者双方の意思にかなうものであるこ
とは前同様であるが，前同様の理由によりこれをもっ
て利用者の指示に基づいて行われる個々の録画行為自
体の管理・支配を目的とする根拠となり得るものとみ
ることは困難であるし，相当でもない。」
「他方，本件サービスにおけるテレビ番組の録画及
び当該録画に係るデータの子機ロクラクへの移動（送
受信）は，専ら，利用者が子機ロクラクを操作するこ
とによってのみ実行されるのであるから，提供事業者
が親機ロクラクとその付属機器類を設置・管理するこ
と自体は，当該録画の過程そのものに対し直接の影響
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を与えるものではない。」
「提供事業者が親機ロクラクとその付属機器類を一
体として設置・管理することは，結局，提供事業者が，
本件サービスにより利用者に提供すべき親機ロクラク
の機能を滞りなく発揮させるための技術的前提となる
環境，条件等を，主として技術的・経済的理由により，
利用者自身に代わって整備するものにすぎず，そのこ
とをもって，提供事業者が本件複製を実質的に管理・
支配しているものとみることはできない。」
と判示している。
（ウ）親機ロクラクと子機ロクラクとの間の通信の管
理
放送事業者は，①通信が httpにより提供事業者の
サーバ等を経由して行われること，②当該サーバが録
画予約及び番組データの送信のために提供事業者が用
意した専用サーバであること，③提供事業者のサーバ
等を経由するたびに，提供事業者が ID等による認証
を行っていること，④当該通信を実行するロクラクⅡ
及びそのファームウェアがすべて提供事業者の開発・
製造に係るものであり，提供事業者の規定する方式（子
機ロクラクの引渡後に変更が生じた場合の当該変更後
の方式を含む。）によって当該通信が実行されること，
⑤利用者が提供事業者の規定する目的及び方法による
ほかは当該通信機能を利用することができないことを
根拠に，親機ロクラクと子機ロクラクとの間の通信の
管理を行っているのは提供事業者である旨主張してい
る。
しかし，知財高裁は，①③については，これらでもっ
てサーバを管理する者がメール通信を管理しているも
のとみることは技術的常識に照らし困難であり，放送
事業者の独自の見解である，①ないし⑤については，
いずれも，利用者が親機ロクラクを自己管理する場合
（すなわち，提供事業者が本件複製を行っているもの
とみることができない場合）であっても生じる事態で
あることからみても，かかる主張をもって提供事業者
によるメール通信の管理・支配の根拠足り得ないこと
は明らかであるといわざるを得ない，と判示している。
（エ）複製可能なテレビ放送及びテレビ番組の範囲
放送事業者は，①本件サービスにおいて録画可能な
放送が，提供事業者が親機ロクラクを管理する場所（静
岡県又は東京都）において受信される地上派アナログ
放送に限定されていること，②本件サービスにおいて
録画可能なテレビ番組が，提供事業者のサーバから提

供事業者により提供される番組表に記載されたものに
限定されていることをもって，提供事業者が本件複製
を管理・支配している旨主張している。
しかし，知財高裁は，「本件サービスにおいて録画
可能な放送が，親機ロクラクにより受信することがで
きるものに限定されるのは当然のことである（テレビ
放送の受信がなければ，その録画はあり得ない。）と
ころ，テレビチューナーを備えた機器において，当該
機器により受信することのできるテレビ放送が当該機
器の設置場所により制限されるのは，親機ロクラクに
限らず，すべての機器に当てはまることであるから，
上記①をもって，本件サービスにおいて録画可能な放
送の範囲の限定が提供事業者により行われているもの
とみることはできない。また，上記②については，利
用者が親機ロクラクを自己管理する場合（すなわち，
提供事業者が本件複製を行っているものとみることが
できない場合）であっても同様に生じる事態を指摘す
るものにすぎない。」と判示し，提供事業者が本件複
製を実質的に管理・支配しているものとみることはで
きないとしている。
（オ）複製のための環境整備
放送事業者は，①本件サービスにおいては，子機ロ
クラクを用い，これが示す手順に従わなければ，親機
ロクラクにアクセスしてテレビ番組の録画や録画され
たデータのダウンロードを行うことができず，また，
②提供事業者は，親子機能を実現するための特別の
ファームウェアを開発して，これを親子ロクラクに組
み込み，かつ，提供事業者のサーバ等を経由すること
のみによって録画予約等が可能となるように設定して
おり，さらに，③親子ロクラクは，本件サービス又は
これと同種のサービスのための専用品とみることがで
きる旨主張している。
しかし，知財高裁は，「これらの事情は，いずれも，
利用者が親機ロクラクを自己管理する場合（提供事業
者が本件複製を行っているものとみることができない
場合）であっても同様に生じる事態を指摘するものに
すぎないから，これらの事情をもって，提供事業者が
本件複製を実質的に管理・支配しているものとみるこ
とはできない。」と判示している。
（カ）提供事業者が得ている経済的利益
放送事業者は，提供事業者が，①初期登録料（3000

円），②毎月のロクラクⅡのレンタル料（本件 Aサー
ビスにつき 8500円，本件 Bサービスにつき 6500円），
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③毎月の「ロクラクアパート」の賃料（2000円）の
名目で，利用者から本件サービスの対価を受領してい
る旨主張している。
この点，知財高裁は，「本件サービスは，機器（親
子ロクラク又は親機ロクラク）自体の賃貸借及び親機
ロクラクの保守・管理等を伴うものであるから当然こ
れに見合う相当額の対価の支払が必要となる」「上記
①及び②の各金員は，録画の有無や回数及び時間等に
よって何ら影響を受けない一定額と定められているも
のと認められるから，当該各金員が，当該機器自体の
賃料等の対価の趣旨を超え，本件複製ないしそれによ
り作成された複製情報の対価の趣旨をも有するものと
まで認めることはできず」「その他，当該各金員が本
件複製ないしそれにより作成された複製情報の対価の
趣旨をも有するとまで認めるに足りる証拠はない。」
と判示している。
また，「仮に，提供事業者が上記③の金員を受領し
ているとしても，それが，ロクラクアパートの賃料の
趣旨を超え，本件複製ないしそれにより作成された複
製情報の対価の趣旨をも有するとまで認めるに足りる
証拠はない。」「以上からすると，提供事業者が上記①
ないし③の各金員を受領しているとの事実をもって，
提供事業者が本件複製ないしそれにより作成された複
製情報の対価を得ているものということはできない。」
と判示している。

（2）小括

知財高裁は，「以上のとおり，放送事業者らが主張
する各事情は，いずれも，提供事業者が本件複製を行っ
ているものと認めるべき事情ということはできない」
と結論付けている。
そして，次のように付言している。
「加えて，親子ロクラクの機能，その機能を利用す
るために必要な環境ないし条件，本件サービスの内容
等に照らせば，子機ロクラクを操作することにより，
親機ロクラクをして，その受信に係るテレビ放送（テ
レビ番組）を録画させ，当該録画に係るデータの送信
を受けてこれを視聴するという利用者の行為（直接利
用行為）が，著作権法 30条 1項（同法 102条 1項に
おいて準用する場合を含む。）に規定する私的使用の
ための複製として適法なものであることはいうまでも
ないところである。そして，利用者が親子ロクラクを
設置・管理し，これを利用して我が国内のテレビ放送

を受信・録画し，これを海外に送信してその放送を個
人として視聴する行為が適法な私的利用行為であるこ
とは異論の余地のないところであり，かかる適法行為
を基本的な視点としながら，放送事業者らの前記主張
を検討してきた結果，前記認定判断のとおり，本件サー
ビスにおける録画行為の実施主体は，利用者自身が親
機ロクラクを自己管理する場合と何ら異ならず，提供
事業者が提供する本件サービスは，利用者の自由な意
思に基づいて行われる適法な複製行為の実施を容易な
らしめるための環境，条件等を提供しているにすぎな
いものというべきである。
かつて，デジタル技術は今日のように発達しておら
ず，インターネットが普及していない環境下において
は，テレビ放送をビデオ等の媒体に録画した後，これ
を海外にいる利用者が入手して初めて我が国で放送さ
れたテレビ番組の視聴が可能になったものであるが，
当然のことながら上記方法に由来する時間的遅延や媒
体の授受に伴う相当額の経済的出費が避けられないも
のであった。しかしながら，我が国と海外との交流が
飛躍的に拡大し，国内で放送されたテレビ番組の視聴
に対する需要が急増する中，デジタル技術の飛躍的進
展とインターネット環境の急速な整備により従来技術
の上記のような制約を克服して，海外にいながら我が
国で放送されるテレビ番組の視聴が時間的にも経済的
にも著しく容易になったものである。そして，技術の
飛躍的進展に伴い，新たな商品開発やサービスが創生
され，より利便性の高い製品が需用者の間に普及し，
家電製品としての地位を確立していく過程を辿ること
は技術革新の歴史を振り返れば明らかなところであ
る。本件サービスにおいても，利用者における適法な
私的利用のための環境条件等の提供を図るものである
から，かかるサービスを利用する者が増大・累積した
からといって本来適法な行為が違法に転化する余地は
なく，もとよりこれにより放送事業者らの正当な利益
が侵害されるものでもない。
したがって，本件サービスにおいて，著作権法上の
規律の観点から，利用者による本件複製をもって，こ
れを提供事業者による複製と同視することはできず，
その他，提供事業者が本件複製を行っているものと認
めるに足りる事実の立証はない。
なお，クラブキャッツアイ事件最高裁判決は，スナッ
ク及びカフェを経営する者らが，当該スナック等にお
いて，カラオケ装置と音楽著作物たる楽曲が録音され
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たカラオケテープとを備え置き，ホステス等の従業員
において，カラオケ装置を操作し，客に対して曲目の
索引リストとマイクを渡して歌唱を勧め，客の選択し
た曲目のカラオケテープの再生による演奏を伴奏とし
て他の客の面前で歌唱させ，また，しばしば，ホステ
ス等にも，客とともに又は単独で歌唱させ，もって，
店の雰囲気作りをし，客の来集を図って利益を上げる
ことを意図していたとの事実関係を前提に，演奏（歌
唱）の形態による音楽著作物の利用主体を当該スナッ
ク等を経営する者らと認めたものであり，本件サービ
スについてこれまで認定説示してきたところに照らす
ならば，上記判例は本件と事案を異にすることは明ら
かである。」

5．判断の検討
（1）複製行為の主体

（ア）本件サービスの目的
「本件複製の決定及び実施過程への関与の態様・度
合い等の複製主体の帰属を決定する上でより重要な考
慮要素の検討を抜きにして上記の点のみをもって提供
事業者が本件複製を行っているものと認めるべき根拠
足り得る事情とみることはできない」として，本件サー
ビスの目的のみをもって，提供事業者が複製行為を
行っていると結論付けることを否定している点は，特
に異論はあるまい。
知財高裁は，「海外にいる利用者が親機ロクラクを
自己管理する場合（この場合に，提供事業者が本件複
製を行っていないことは明らかである。）であっても，
その目的は，日本国内で利用者自身が管理する親機ロ
クラクで国内で放送されたテレビ番組を受信・複製・
送信し，これを海外で視聴可能にすることにある」と
して，利用者が親機ロクラクを自己管理する場合と，
提供事業者が管理する場合の違い，という視点を提示
しており，これ自体は妥当であると考える。
（イ）機器の設置・管理
知財高裁は，親機ロクラクが，地上波アナログ放送
を正しく受信し，デジタル録画機能やインターネット
機能を正しく発揮することが必要不可欠の技術的前提
条件であるとしている。
そして，この技術的前提の次元と，この技術的前提
を基に，受信・録画・送信を実現する行為をする次元
とは異なる次元の問題であるから，区別して考えるべ
きであり，かかる技術的前提条件を整備し提供したか

らといって直ちにその者において受信・録画・送信を
行ったものということはできないとしている。
さらに，親機ロクラクとその付属機器類を設置・管
理すること（テレビアンテナとの正しい接続等）は，
技術的前提条件の整備・提供の次元であるとしている。
結論として，技術的前提条件を整備・提供が認めら
れるにすぎない場合，提供事業者が本件複製を行って
いるものと認めるべき事情たり得ないとしている。
技術的前提の次元と，この技術的前提を基に，受信・
録画・送信を実現する行為をする次元とを区別する手
法は，本事件の仮処分・第一審における判断では意識
されているとは言い難く，知財高裁に至って，初めて
示されたものであるといえよう。
そこには，この技術的前提条件の具備を必要とする
点は，親機ロクラクを利用者自身が自己管理する場合
も全く同様であるという考え方が背景にあるといえよ
う。
この考え方を前提とすれば，提供事業者が複製行為
の主体であると主張するためには，放送事業者側は，
技術的前提条件の整備・提供を超える提供事業者側の
より積極的な複製行為への関与を明らかにすることが
要求されることになろう。
（ウ）親機ロクラクと子機ロクラクとの間の通信の管
理，複製可能なテレビ放送及びテレビ番組の範囲，
及び，複製のための環境整備
これらについて，知財高裁は，利用者が親機ロクラ
クを自己管理する場合であっても生じる事態であると
表明し，放送事業者の主張を排斥している。
ここには，提供事業者が提供する本件サービスは，
利用者の自由な意思に基づいて行われる適法な複製行
為の実施を容易ならしめるための環境，条件等を提供
しているにすぎない，との考え方が垣間見えよう（7）。
（エ）提供事業者が得ている経済的利益
本件サービスの対価として提供事業者が得ている，
①初期登録料（3000円），②毎月のロクラクⅡのレン
タル料（本件 Aサービスにつき 8500円，本件 Bサー
ビスにつき 6500円），③毎月の「ロクラクアパート」
の賃料（2000円）について，これらが，機器（親子
ロクラク又は親機ロクラク）自体の賃貸借及び親機ロ
クラクの保守・管理等に見合う相当額の対価にとどま
るものであるのか，それとも，これを超えて本件複製
ないしそれにより作成された複製情報の対価であると
いえるのか，その「線引き」は，悩ましいところがあ
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る（8）。
しかし，「提供事業者が利用者から対価を受領して
いること」＝「提供事業者は営業上の利益を得ている」
と機械的に導き出す考え方について異論を唱えるもの
となっている点は，妥当であるといえよう。提供事業
者は，営利企業である以上，利用者から何がしかの対
価を得ているのが通常であり，それをもって営業上の
利益ありと即断されるというのは，事実上，営業上の
利益は，営利企業の場合は常に認められることになり
かねないからである。
知財高裁の考え方を前提とすれば，提供事業者が複
製行為の主体であるというためには，放送事業者は，
これらの対価が機器自体の賃貸借及び親機ロクラクの
保守・管理費用に見合う相当な対価を超えた複製情報
の対価である旨，主張・立証しなればならないことに
なろう。
もっとも，提供事業者は，営利企業である以上，上
記①から③の総売上から売上原価，販売費及び一般管
理費を控除した残額がプラスになるように，すなわち，
営業利益が出るようにビジネス・モデルを設計してい
るはずである。その営業利益については，本事件にお
いては，知財高裁は，「機器自体の賃貸借及び親機ロ
クラクの保守・管理費用に見合う相当な対価」の枠の
中に含めているものと推察されるので，「機器の賃貸
借及び親機ロクラクの保守・管理」に関する営業利益
として整理されることになるのであろうか。
とすると，放送事業者は，利用者からの対価が機器
自体の賃貸借及び親機ロクラクの保守・管理費用に見
合う相当な対価を超えた複製情報の対価である旨主
張・立証する場合，当該機器の賃貸借及び保守・管理
業務を行う場合において一般的に想定される売上原
価，販売費及び一般管理費を算定し，また，当該業務
を提供する場合における合理的な営業利益と呼びうる
ものを導き出し，その合計額と提供事業者が提供する
サービスの対価とを比較し，多寡を問うことになるの
であろうか。もっとも，前者の額より後者の額が大き
いからといって，その超過額部分が，論理必然的に「複
製情報の対価」になるというわけでもなかろう。この
辺りについて，知財高裁がどのように考えているのか，
すっきりしないものが残る。

（2）小括

（ア）カラオケ法理
本判決では，クラブキャッツアイ事件最高裁判決は
本件と事案を異にすることは明らかであると判示され
ている。
これについては，カラオケ法理の適用が示されたク
ラブキャッツアイ事件（スナックにおけるカラオケの
歌唱）と本件（日本国内の放送番組を機器にて録画し
てインターネットを経由して海外で視聴できるサービ
スの提供）とでは，事案が異なるから当該最高裁判決
の適用はないのだ，日本国内の放送番組を機器にて録
画してインターネットを経由して海外で視聴できる
サービスには，カラオケ法理は適用されないのだとの
解釈もありえよう（9）。
しかし，この部分に関する解釈については，「本件は，

（クラブキャッツアイ事件の事案と異なるので，）カラ
オケ法理に拠ったとしても提供事業者に複製行為が
あったと認めることはできない」と判断したものであ
ると評価するのが穏当であるように思われる。
本判決は，放送事業者より主張された，①本件サー
ビスの目的，②機器の設置・管理，③親機ロクラクと
子機ロクラクとの間の通信の管理，④複製可能なテレ
ビ放送及びテレビ番組の範囲，⑤複製のための環境整
備，⑥提供事業者が得ている経済的利益について，個
別に検討している。放送事業者側は，クラブキャッツ
アイ事件最高裁判決を意識して上記①から⑥について
主張していることは明らかである。本件事案（日本国
内の放送番組を機器にて録画してインターネットを経
由して海外で視聴できるサービスの提供）においてカ
ラオケ法理が適用されないのであれば，これら①から
⑥について個別に検討する意味も必要もないといえよ
う。また，カラオケ法理の適用がないのであれば，別
の考え方による事業者が複製行為の主体と評価される
余地について何がしか言及があってしかるべきかと思
われるが，本判決では何も示されていないことからも，
このように解釈するのが穏当ではないかと考える次第
である。
それでは，何をもって，本件では，カラオケ法理に
拠ったとしても提供事業者に複製行為があったと認め
ることはできないといえるのか，この点，知財高裁は
明示していない。
しかし，あえて，知財高裁がクラブキャッツアイ事
件の事案を明示していることに鑑み，本件事案では，
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クラブキャッツアイ事件の事案における「スナック及
びカフェを経営する者らが，①ホステス等の従業員に
おいて，カラオケ装置を操作し，②客に対して曲目の
索引リストとマイクを渡して歌唱を勧め，…，また，
③しばしば，ホステス等にも，客とともに又は単独で
歌唱させ，もって，④店の雰囲気作りをし，客の来集
を図って利益を上げることを意図していた」に相当す
る部分の主張・立証が放送事業者側において欠けてい
たからだと考えるのは，穿ち過ぎであろうか。
いずれにしても，カラオケ法理の限界論については，
今後の判決の集積を待つことになろうが，本判決は，
その限界を示した一事例として，重要なものであるこ
とは否めまい。
　
＊　本稿は，平成 21年 3月 25日に，筆者が東京弁護
士会知的財産権法部判例等検討小部会で報告し，か
つ討議を経た判例研究に加筆を加えたものである。
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の録画・配信サービスと著作権制度―私的利用と業的

利用の境界領域の秩序形成―」コピライト（2009年 4月）

41頁）。

（ 9） ほかにも，本件は，従来の「カラオケ」法理関連の判

例が対象とする諸事情と比較しても，機器利用者の個々

の行為が私的複製として適法であることがきわめて明

白な事例であり，本判決は，「カラオケ法理」の呪縛を

脱して本来の著作権法解釈の手法を示すものとして，

高く評価すべきとの見解もある（岡邦俊「続・著作権

の事件簿（121）」JCAジャーナル（2009年 3月）65頁）。

 （原稿受領 2009. 9. 1）


